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（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

第 回 公益法人会計検定試験（ 級）問題

【問題Ⅰ】（配点： 点）

〈設問 〉

次の《資料 》は、指定正味財産の部から一般正味財産の部への振替について規定した「公

益法人会計基準注解 」から抜粋したものである。これについて、以下の問に答えなさい。

《資料 》

次に掲げる金額は、指定正味財産の部から一般正味財産の部に振り替え、当期の振替額

を正味財産増減計算書における指定正味財産増減の部及び一般正味財産増減の部に記載

しなければならない。

指定正味財産に区分される寄付によって受け入れた資産について、 ① された場

合には、当該資産の帳簿価額

指定正味財産に区分される寄付によって受け入れた資産について、 ② を行った

場合には、当該 ③ の額

指定正味財産に区分される寄付によって受け入れた資産が ④ した場合には、

当該資産の帳簿価額

空欄 ① から ④ に当てはまる最も適切な語句を答えなさい。（配点： 点）

《資料 》の に掲げる金額を、指定正味財産の部から一般正味財産の部に振り替える

理由を説明しなさい。（配点： 点）
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（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

【問題Ⅱ】（配点： 点）

下記 ～ の各取引についての仕訳を、問題文の指示に従って行いなさい。ただし、勘

定科目は次の中から最も適切なものを選ぶこと。

［勘定科目］

現 金 普 通 預 金 定 期 預 金

仮 払 消 費 税 未 収 金 建 物

什 器 備 品 リ ー ス 資 産 特定資産−新事業積立金

特定資産−退職給付引当資産 投 資 有 価 証 券 未 払 金

仮 受 消 費 税 未 払 消 費 税 リ ー ス 債 務

減 価 償 却 累 計 額 退 職 給 付 引 当 金 受 取 寄 付 金 （ 指 定 ）

一般正味財産への振替額（指定） 受 取 寄 付 金 （ 一 般 ） 受 取 利 息

租 税 公 課 減 価 償 却 費 退 職 給 付 費 用

支 払 利 息 支 払 リ ー ス 料

＊（指定）は指定正味財産増減計算の部を構成する科目

（一般）は一般正味財産増減計算の部を構成する科目

当期首に年間リース料 円（後払い）、期間３年の条件で、リース会社と備品に

係るファイナンス・リース取引を締結した。リース料総額に含まれる利息相当額は

円である。当期首において必要な仕訳を行いなさい。なお、リース資産総額につ

いては重要性が乏しいので、利息相当額を控除しない方法（利子込み法）により処理す

るものとする。

寄付者によって指定された建物購入に充当するという制約のもとで 円の

寄付を受け入れていたが、当期首に自己資金 円を加えて建物 円

を購入し、事業の用に供している。決算において必要な仕訳を行いなさい。なお、耐用

年数 年、残存価額は取得価額の ％、定額法、間接法で減価償却の処理を行うもの

とする。

一般正味財産を財源として取得された満期保有目的債券は、 株式会社が発行した

社債である。当該社債は、 円（額面 円）を小切手を振り出して当

期首に取得したものであり、償却原価法（定額法）を採用している。決算日（ 月

日）において必要な仕訳を行いなさい。なお、この社債の発行条件は期間３年、年利率

４％、利払い日年１回（ 月 日）である。

（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

〈設問 〉

次の《資料 》は、重要性の原則について規定した「公益法人会計基準第 の の（ ）」か

ら引用したものである。これについて、以下の問に答えなさい。

《資料 》

重要性の乏しいものについては、会計処理の原則及び手続並びに財務諸表の表示方法の

適用に際して、本来の厳密な方法によらず、他の簡便な方法によることができる。

「公益法人会計基準注解１」においては、《資料 》で示した規定に基づいて、消耗品、

貯蔵品等につき、どのような処理を採用することができるとしているか、答えなさい。（配

点： 点）

「公益法人会計基準注解１」においては、《資料 》で示した規定に基づいて、取得価額

と債券金額との差額について重要性が乏しい満期保有目的の債券の処理につき、どのよ

うな規定を設けているか、答えなさい。（配点： 点）

「公益法人会計基準注解１」においては、《資料 》で示した規定に基づいて、寄付に

よって受け入れた金額の重要性が乏しい場合に、どのような処理を採用することができ

るとしているか、答えなさい。（配点： 点）
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（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

【問題Ⅱ】（配点： 点）

下記 ～ の各取引についての仕訳を、問題文の指示に従って行いなさい。ただし、勘

定科目は次の中から最も適切なものを選ぶこと。

［勘定科目］

現 金 普 通 預 金 定 期 預 金

仮 払 消 費 税 未 収 金 建 物

什 器 備 品 リ ー ス 資 産 特定資産−新事業積立金

特定資産−退職給付引当資産 投 資 有 価 証 券 未 払 金

仮 受 消 費 税 未 払 消 費 税 リ ー ス 債 務

減 価 償 却 累 計 額 退 職 給 付 引 当 金 受 取 寄 付 金 （ 指 定 ）

一般正味財産への振替額（指定） 受 取 寄 付 金 （ 一 般 ） 受 取 利 息

租 税 公 課 減 価 償 却 費 退 職 給 付 費 用

支 払 利 息 支 払 リ ー ス 料

＊（指定）は指定正味財産増減計算の部を構成する科目

（一般）は一般正味財産増減計算の部を構成する科目

当期首に年間リース料 円（後払い）、期間３年の条件で、リース会社と備品に

係るファイナンス・リース取引を締結した。リース料総額に含まれる利息相当額は

円である。当期首において必要な仕訳を行いなさい。なお、リース資産総額につ

いては重要性が乏しいので、利息相当額を控除しない方法（利子込み法）により処理す

るものとする。

寄付者によって指定された建物購入に充当するという制約のもとで 円の

寄付を受け入れていたが、当期首に自己資金 円を加えて建物 円

を購入し、事業の用に供している。決算において必要な仕訳を行いなさい。なお、耐用

年数 年、残存価額は取得価額の ％、定額法、間接法で減価償却の処理を行うもの

とする。

一般正味財産を財源として取得された満期保有目的債券は、 株式会社が発行した

社債である。当該社債は、 円（額面 円）を小切手を振り出して当

期首に取得したものであり、償却原価法（定額法）を採用している。決算日（ 月

日）において必要な仕訳を行いなさい。なお、この社債の発行条件は期間３年、年利率

４％、利払い日年１回（ 月 日）である。

（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

〈設問 〉

次の《資料 》は、重要性の原則について規定した「公益法人会計基準第 の の（ ）」か

ら引用したものである。これについて、以下の問に答えなさい。

《資料 》

重要性の乏しいものについては、会計処理の原則及び手続並びに財務諸表の表示方法の

適用に際して、本来の厳密な方法によらず、他の簡便な方法によることができる。

「公益法人会計基準注解１」においては、《資料 》で示した規定に基づいて、消耗品、

貯蔵品等につき、どのような処理を採用することができるとしているか、答えなさい。（配

点： 点）

「公益法人会計基準注解１」においては、《資料 》で示した規定に基づいて、取得価額

と債券金額との差額について重要性が乏しい満期保有目的の債券の処理につき、どのよ

うな規定を設けているか、答えなさい。（配点： 点）

「公益法人会計基準注解１」においては、《資料 》で示した規定に基づいて、寄付に

よって受け入れた金額の重要性が乏しい場合に、どのような処理を採用することができ

るとしているか、答えなさい。（配点： 点）
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（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

【問題Ⅲ】（配点： 点）

次の資料に基づいて、 年度（ 年 月 日～ 年 月 日）の決算にあたっ

て作成される精算表を、精算表の該当する欄に金額を記入し完成させなさい。ただし、金額

の単位は千円である。

〔資料〕決算整理その他の事項

投資有価証券は、当期首に寄付者によって基本財産にするという制約のもとで受け入

れた新発国債であり、指定正味財産とした。当該国債の額面価額総額は 、発行価

額総額は であり、この発行価額総額を受入価額としている。償還期間は 年で

あり、満期まで保有する。当該国債の確定受取利息は法人の事業の財源に充てる指定も

受けている。額面価額と発行価額との差額は金利の調整と認められるので、決算におい

て、償却原価法（定額法）を適用する。なお、当該国債の期末時価総額は である。

民間団体のＡ財団より、事業用特殊備品の取得資金として使途を特定された助成金

を受けたので、 年 月 日に当該特殊備品を取得し、什器備品として計上し

た。決算にあたり、当該特殊備品について当期の減価償却費を定額法によって計上する

（取得価額 、残存価額：取得価額の 、耐用年数 年）。当該特殊備品以外の什器

備品 については当期の減価償却費として を、建物については当期の減価償却費

として を、それぞれ計上する。

当期に計上する建物減価償却費と什器備品減価償却費の合計額と同額の現金預金を、

特定資産としての減価償却引当預金に繰り入れる。

決算にあたり、未収会費 と前受会費 を計上する。

事業費としての助成金 が未払となっている。

決算にあたり、当期の退職給付費用 を管理費として計上する。

【注】精算表中の科目の（ ）内の略記は、以下の通りである。

（一般）は一般正味財産増減の部を構成する科目 （指定）は指定正味財産増減の部を構成する科目

（事業）は経常費用のうち事業費を構成する科目 （管理）は経常費用のうち管理費を構成する科目

（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

本日、従業員が退職し、退職一時金 円を退職給付引当資産の定期預金を取

り崩して普通預金口座から支払った。本日において必要な仕訳を行いなさい。なお、退

職給付引当金の本日の残高は 円である。

前期に一般寄付金 円の入金が普通預金にあり、適正に処理されていた。当

期に開催された理事会においてその使途の決議を行った結果、新たな事業を行うために

当該寄付金の全額を定期預金として特定資産に区分することとなった。この決議に伴う

必要な仕訳を行いなさい。

出版事業を行っており、出版事業に係る仮受消費税および仮払消費税の期末残高は、

それぞれ 円および 円であった。決算に際し、消費税の納付額を計算し、

これを確定した。決算において必要な仕訳を行いなさい。なお、消費税の会計処理は税

抜き方式によるものとする。
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（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

【問題Ⅲ】（配点： 点）

次の資料に基づいて、 年度（ 年 月 日～ 年 月 日）の決算にあたっ

て作成される精算表を、精算表の該当する欄に金額を記入し完成させなさい。ただし、金額

の単位は千円である。

〔資料〕決算整理その他の事項

投資有価証券は、当期首に寄付者によって基本財産にするという制約のもとで受け入

れた新発国債であり、指定正味財産とした。当該国債の額面価額総額は 、発行価

額総額は であり、この発行価額総額を受入価額としている。償還期間は 年で

あり、満期まで保有する。当該国債の確定受取利息は法人の事業の財源に充てる指定も

受けている。額面価額と発行価額との差額は金利の調整と認められるので、決算におい

て、償却原価法（定額法）を適用する。なお、当該国債の期末時価総額は である。

民間団体のＡ財団より、事業用特殊備品の取得資金として使途を特定された助成金

を受けたので、 年 月 日に当該特殊備品を取得し、什器備品として計上し

た。決算にあたり、当該特殊備品について当期の減価償却費を定額法によって計上する

（取得価額 、残存価額：取得価額の 、耐用年数 年）。当該特殊備品以外の什器

備品 については当期の減価償却費として を、建物については当期の減価償却費

として を、それぞれ計上する。

当期に計上する建物減価償却費と什器備品減価償却費の合計額と同額の現金預金を、

特定資産としての減価償却引当預金に繰り入れる。

決算にあたり、未収会費 と前受会費 を計上する。

事業費としての助成金 が未払となっている。

決算にあたり、当期の退職給付費用 を管理費として計上する。

【注】精算表中の科目の（ ）内の略記は、以下の通りである。

（一般）は一般正味財産増減の部を構成する科目 （指定）は指定正味財産増減の部を構成する科目

（事業）は経常費用のうち事業費を構成する科目 （管理）は経常費用のうち管理費を構成する科目

（試験終了後、受検票・問題用紙（及びメモ用紙）はお持ち帰りください。解答用紙は机の

上に裏面にして置いてお帰り下さい。）

本日、従業員が退職し、退職一時金 円を退職給付引当資産の定期預金を取

り崩して普通預金口座から支払った。本日において必要な仕訳を行いなさい。なお、退

職給付引当金の本日の残高は 円である。

前期に一般寄付金 円の入金が普通預金にあり、適正に処理されていた。当

期に開催された理事会においてその使途の決議を行った結果、新たな事業を行うために

当該寄付金の全額を定期預金として特定資産に区分することとなった。この決議に伴う

必要な仕訳を行いなさい。

出版事業を行っており、出版事業に係る仮受消費税および仮払消費税の期末残高は、

それぞれ 円および 円であった。決算に際し、消費税の納付額を計算し、

これを確定した。決算において必要な仕訳を行いなさい。なお、消費税の会計処理は税

抜き方式によるものとする。


